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1. 研究の目的 

鉄鋼スラグを主原料とする鉄鋼スラグ水和固化体製人

工石材（以下，人工石）は，海域に用いる石材の代替品

として開発され，これまでに石材としての物理的・力学

的特性が明らかにされてきている1)．この人工石は，任

意の質量に製造することが可能なため，傾斜堤や傾斜護

岸の被覆材などにも適用できる．現行の設計法2)では，

波力を受ける傾斜構造物の法面を被覆する捨石の所要質

量の算定に，安定数Nsによるハドソン式が用いられる．

この安定数Nsの算定には，Van der Meerの提案式3)を改善

した式（以下，算定式）2)が用いられ，斜面勾配，波形

勾配，作用する波の数，被害の程度（変形レベルS）を考

慮することができる．本研究では，人工石の安定数算定

にも，算定式を適用することができるかどうかを確認す

るため，水理模型実験による検討を行った． 

 

2. 実験の概要 

図-1に示す造波水路（延長50m×高さ1.2m×幅1.0m）

の斜面（勾配1:50）上の水深0.57mの位置に，勾配1:2の

傾斜護岸模型を設置して，模型縮尺1/17.6の実験を行っ

た．実験断面は，Latham et al.4)を参考にして図-2のとお

りに設定した．具体的には，不透過な護岸上にフィルタ

ー層（厚さ0.5Dn50=20mm）を設け，その上に二層被覆（厚

さ2.0Dn50=82mm）となる人工石を敷き並べた．実験に用

いた人工石は，写真-1に示すように角型（製造直後の状

態），丸型（漂砂などの影響で極端に角が取れた状態を想

定）の2種類で，表-1に示す粒径（代表径Dn50=40.9mm）

になるように粒度調整を行った．実験に用いた波浪条件

を表-2に示す．Bretschneider-光易型スペクトルの不規則

波で，有義波周期は2種類 (T1/3=1.91s,2.86s)とした．開

始時の有義波高はH1/3=0.05mで，一つの波高条件に対し

て1000波を作用させた．波高は，被災が進行するまで

0.02mずつ増大して実験を行った．変形レベルSの定義を

図-3に示す．今回の実験では，侵食部の面積Aを求める

ため，水路上の台車に巻込式変位計（水平距離）とレー

ザー変位計（鉛直距離）を設置し，波浪作用後に排水し

て，台車を移動させながら侵食部の形状を5測線で測定し

た．各測線で，波浪作用前後の差分をとり，それらを平

均して侵食部の面積Aを求めた． 
 

 
図-1 実験水路 

 

 
図-2 実験断面 

 

 
写真-1 人工石の外観 

（左：角型，右：丸型） 

S = A / Dn50 

▽ S.W.L.

A:侵食部の面積

A

図-3 変形レベル S の定義 
 

表-1 実験材料 

用 途 

単位 

被覆材 フィルター材

種 類 
人工石 

(角型・丸型) 
天然砕石 

表乾密度 ρr g/cm3 2.592 2.697 

代 表 径 Dn50 mm 40.9  8.7 

85%質量粒径 D85 mm 49.0 13.3 

15%質量粒径 D15 mm 34.1  5.7 

D85 / D15 －  1.4  2.3 

所要質量 M50 g 177.3  1.8 
 

表-2 波浪条件 

項 目 実 験 現地換算 備 考 

縮 尺 1/17.6 1/1  

水 深 0.57m 10.0m 法尻位置

有義波周期 T1/3 1.91s, 2.86s 8.0s, 12.0s ２種類 

有義波高  H1/3 0.05～0.23m 1.0～4.0m  

キーワード 鉄鋼スラグ水和固化体，人工石，被覆石の所要質量，安定数，反射率 
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3. 実験結果 

(1) 波作用後の人工石の被災状況 

波作用後の人工石の被災状況を写真-2，侵食部の形状

測定結果を図-4に示す．これらより，静水面付近の人工

石が流出して，護岸法尻部に堆積する S字型の被災であ

った．これは，天然石材・消波ブロックを対象とした既

往の実験結果 3)4)5)と同様であり，人工石特有の現象は全

く見られなかった． 

(2) 変形レベルSと安定数Nsの関係 

各波高での変形レベルSと安定数Ns（=H1/3/( Δ Dn50)，

Δ：水中比重）の関係を図-5に示す．作用波高が大きく

なると変形レベルも急激に増加し，人工石の被災が進行

していることが理解できる．また，初期被災に対する変

形レベルS=2における安定数は，Van der Meer 3)と同様に，

指数近似による回帰式から求めた．今回の実験では，人

工石の安定数は，Ns=1.24～1.40の範囲であった． 

(3) 安定数の実験値と算定式による計算値との比較 

図-6に，今回の実験で得られた安定数と，現行設計法

の安定数算定式2)による計算値を示す．横軸のイリバレ

ン数Irは，斜面角度αと波形勾配Som（H1/3/L0，L0：深海波

長）の指標である．図中の記号は，Nspl, Nssr：巻き波砕

波，砕け寄せ波に対する安定数，CH：砕波効果係数，P：
被覆層下部の透水指数，N：作用する波の数である．図

-6より，人工石の安定数（実験値）は，現行設計法の被

覆石の安定数算定式による計算値と同程度であった．ま

た，形状による安定数の違いもほとんど見られなかった． 

(4) 実験における反射率 

図-1の容量式波高計WG1，WG2の水位データを用いて，

合田ら6)の入射波・反射波分離推定法により，本実験に

おける反射率を求めた．その結果，今回の実験における

反射率は0.5～0.6であった．実験には，不透過な護岸模

型を使用したため，透過性護岸に比べると反射率は高め

になると考えられるが，捨石斜面（2～3割勾配）におけ

る反射率の概略値7)（0.3～0.6）の範囲内であった． 

 

4. まとめ 

鉄鋼スラグ水和固化体製人工石材（人工石）の被覆材

利用時の安定数を求める際，現行設計法の被覆石の安定

数算定式2)を適用することができるかどうかを確認する

ため，水理模型実験による検討を行った．その結果，人

工石の被災状況は天然石材や消波ブロックと同様であり，

その安定数Nsは，現行設計法の算定式による計算値と同

程度であり，形状による違いも見られなかった．このこ

とから，一般的な設計断面における人工石の所要質量を

求める場合には，現行設計法が適用できると考える． 

 
写真-2 人工石の被災状況（角型，T1/3=1.91s，H1/3=0.13m） 
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図-4 侵食部の形状測定結果（角型，T1/3=1.91s，H1/3=0.13m） 
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図-5 変形レベルSと安定数Ns（角型，T1/3=1.91s） 

 

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 7.0

安
定

数
N

s

イリバレン数 Ir = tanα / Som
0.5

実験値(角型)
実験値(丸型)
計算値

Ns=max(Nspl,Nssr)
Nspl=6.2CHP0.18(S0.2/N 0.1)Ir

-0.5

Nssr=CHP-0.13(S0.2/N 0.1)(cotα)0.5

S=2

 
図-6 安定数Nsの実験値と計算値 
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